
函館工業高等専門学校オープンファシリティ使用規程 

平成 30 年 10 月 15 日 

函高専達第５号 

 

 （目的） 

第１条 この規程は，文部科学省の「研究設備・機器の共用推進に向けたガイドライン」（令和 4 年 3 月）

に則り，独立行政法人国立高等専門学校機構物品管理規則（平成 16 年 4 月 1 日独立行政法人国立高等

専門学校機構規則第 39 号）及び，函館工業高等専門学校物品貸付要領（平成 28 年 9 月 5 日函高専達

第 56 号）に定めるもののほか，函館工業高等専門学校（以下「本校」という。）が管理及び運用する

オープンファシリティ（以下「オープンファシリティ」という。）の使用について必要な事項を定める

ものとする。 

 

 （定義） 

第２条 この規程において「オープンファシリティ」とは，学術研究の発展に資するために，科学技術

に関する研究開発又は学術研究を行う者の使用に供し，共同利用が可能な別表に掲げる研究設備・機

器をいう。 

 

（管理責任者） 

第３条 本校に，オープンファシリティの適切な使用について管理させるため，管理責任者を置く。 

2 管理責任者は，校長をもって充てる。 

 

 （使用者の資格） 

第４条 オープンファシリティを使用できる者は，次の各号のいずれかに該当する者とする。 

 一 本校の教職員 

 二 本校の本科生，専攻科生，聴講生，特別聴講学生，科目等履修生その他の本校において 

修学をしている者  

 三 本校の研究生，受託研究員，客員研究員その他本校において研究に従事している者 

 四 学術研究のために設備を利用する本校以外の公的機関に所属する者 

 五 研究開発等のために設備を利用する民間企業その他の法人に所属する者 

 六 その他管理責任者が認めた者 

 

 （使用の申請及び承認） 

第５条 オープンファシリティを使用しようとする者は，設備を使用する予定日の原則 3 週間前までに

オープンファシリティ使用申請書（別紙様式 1）を管理責任者に提出し，その承認を受けなければなら

ない。ただし，オープンファシリティを使用しようとする者が前条第二号に該当する場合は指導教員

等が，また，前条第三号に該当する場合は受入教員が申請するものとする。 

2 管理責任者は，前項に基づく申請書を受理した場合において，本校の教育・研究活動に支障をきたさ

ない範囲内において，当該申請が適当であると認めるときは，これを承認するものとする。 

3 オープンファシリティの使用承認期間は，1 年以内とする。ただし，特別な事由があると認めるとき

は，1 年を越えることができる。 

4 管理責任者は，第２項の承認をする場合において，次に掲げる管理上必要な条件を付することができ

る。 



一 管理責任者の指示に従うこと 

二 火器取締り及び保安管理に留意すること 

三 使用を終了したとき，又は使用の許可を取消されたときは，管理責任者の指示に従って，速やか

に整理整頓し，使用開始時の状況に原状回復を行うこと 

四 オープンファシリティ使用申請書（別紙様式 1）裏面に記載の事項。 

五 その他管理責任者が必要と認めること 

5 管理責任者は，使用目的が次の各号のいずれかに該当する場合は，不許可にすることができる。 

一 核兵器や通常兵器の開発等の軍事目的のために用いられ，又は用いられるおそれがあるとき 

二 その他管理責任者が本校の理念に反している目的と判断したとき 

 

（使用料及び技術指導料） 

第６条 オープンファシリティの使用の承認を受けた者（以下「使用者」という。）は，オープンファシ

リティの使用に要する費用（以下「使用料」という。）を納付するものとし，その額は管理責任者が別

に定める。 

2 オープンファシリティを使用しようとする者が，オープンファシリティの使用に係る技術指導を受け

るときは，技術指導料を納付するものとし，その額は管理責任者が別に定める。 

3 前項の規定にかかわらず，管理責任者が特に認めるときは，使用料の額の全部又は一部を免除するこ

とができる。 

  

 （納付の方法） 

第７条 第４条第一号から第三号に掲げる者に係る使用料及び技術指導料の納付は，原則として経費の

振替により行うものとする。なお，使用者が第４条第二号に該当する場合は指導教員等が，第４条第

三号に該当する場合は受入教員が負担するものとする。 

2 第４条第四号から第六号に掲げる者に係る使用料及び技術指導料の納付は，本校が指定する銀行口座

へ本校が指定する日までに振り込むことにより行うものとする。 

3 既納の使用料及び技術指導料は，本校の責に帰すべき事由がある場合を除き，還付しない。 

 

（目的外使用の禁止） 

第８条 使用者は，使用の承認を受けた目的以外にオープンファシリティを使用し，第三者に使用させ，

又は担保に供してはならない。 

 

（使用許可の変更及び取消し）  

第９条 使用者は，使用日時の変更又は取消しをする場合は，使用開始日の前日（土日祝日及び本校の

休業日を除く）までに申し出て，管理責任者の許可を得なければならない。 

 

（使用承認の取消し等） 

第 10 条 管理責任者は，次の各号のいずれかに該当する場合は，第５条の承認を取り消し，又は使用を

停止させることができる。 

一 第５条第４項（第三号を除く）に違反し，又はそのおそれがあるとき  

二 第７条第２項により指定する期日までに振り込みがされないとき 

三 第８条に違反し，又はそのおそれがあるとき 

四 その他管理運営上において，支障があると認めたとき 



 

（免責）  

第 11 条 オープンファシリティの使用により使用者に生じた損害については，本校は次の限度で責任を

負担する。 

一 本校の責めに帰すべき事由により，使用者が損害を被った場合の賠償すべき損害の範囲は，使用

者に生じた通常の損害に限るものとし，逸失利益を含む特別損害については，その予見可能性の有

無を問わず，賠償する責任を負わない。 

二 賠償すべき損害の金額は，現実に支払済みの使用料及び技術指導料に相当する額を限度とする。 

 

（損害賠償） 

第12条 使用者は，故意又は重大な過失により使用したオープンファシリティ及び本校の施設を滅失し，

又は損傷したときは，その損害を賠償する責めに任ずるものとする。 

2 前項の損害には，オープンファシリティの修理・交換及び施設の修繕に要する費用のほか，次項の代

替機器の借用等の費用，他の使用者が当初の予定どおりにオープンファシリティを使用できなくなっ

た場合に本校が対応させられた場合の損害等を含む。 

3 オープンファシリティの全部又は一部が使用不能あるいは本来の性能を発揮できない状態になり，そ

の結果，本校の業務（学生の学習や実習あるいは他の使用者による使用等）に支障が生じた場合には，

本校は自身の裁量判断で代替機器を調達することができ，これに要した一切の費用は，使用者が負担

する。 

 

（事務） 

第 13 条 オープンファシリティの使用に関する事務は，総務課が処理する。 

 

（雑則） 

第 14 条 この規程に定めるもののほか，オープンファシリティの使用に関し必要な事項は，管理責任者

が別に定める。 

 

    附 則（平成 30 年 10 月 15 日函高専達第５号） 

  この規程は，平成 30 年 10 月 15 日から施行する。 

 

 

    附 則（令和 3 年 9 月 1 日函高専達第 5 号） 

  この規程は，令和 3 年 9 月 1 日から施行する。 

 

    附 則（令和 6 年 1 月 24 日函高専達第 5 号） 

  この規程は，令和 6 年 1 月 24 日から施行する。 

 



別表第 1（第 2 条関係） 

設置場所 
設備 

番号 
設備名称 メーカー 型式 備考 

地
域
共
同
テ
ク
ノ
セ
ン
タ
ー 

Ｊ101 

放射線 

測定室 

101-01 GM管式サーベイメータ 
日立アロカ

メディカル 
TGS-146B  

101-02 環境放射線モニタ HORIBA RADI PA1000  

101-03 
レーザープリンター 

印刷費 
キヤノン LBP9200C 

※単価は1枚あたりの使用料 

※印刷用紙は使用者が用意 

101-04 
ガンマ線スペクトロ 

メーター装置 

日本環境モ

ニタリング 

Gammadata 

Instrument DM-20 
 

101-05 
マルチチャンネル 

アナライザ（MCA） 
BSI MS Hybrid  

101-06 
高純度ゲルマニウム半

導体検出器及び遮蔽体 
BSI GCD-30185  

101-07 
食品微生物迅速 

検査器 
アズワン 

DOX-30F  

6-9775-01 
 

Ｊ103 

マテリア

ル 

開発 

研究室 

103-01 

放射温度計 チノー IR-AHS2  

放電プラズマ焼結装置 
エス・エス・

アロイ 

CSP-I-05203  

TBG400AA 
※治具は使用者が用意 

103-02 電気マッフル炉 
アドバンテ

ック 
FUW230PA  

103-03 蛍光分光光度計 日本分光 FP-6500  

103-04 
蛍光分光光度計 

附属プリンタ印刷費 
NEC 

MultiWriter 

5750C 

※単価は1枚あたりの使用料 

※印刷用紙は使用者が用意 

103-05 X線透視評価装置 
ソフテック

ス 

VIX-150型 4ｲﾝﾁ 

I.I.ｶﾒﾗ搭載ﾓﾃﾞﾙ 
 

103-06 ドラフトチャンバー 
オリエンタ

ル技研 
  

103-07 熱分析装置 リガク TG-DTA8120/HK3  

103-08 プローブ顕微鏡 
ｾｲｺｰｲﾝｽﾂﾙﾒﾝ

ﾂ 
SII NANOPICS2100  

Ｊ203 

バイオテ

クノロジ

ー 

研究室 

203-01 
四重極型ICP-質量 

分析装置 

ﾊﾟｰｷﾝｴﾙﾏｰ 

ｼﾞｬﾊﾟﾝ 
NexION300XX  

203-02 
マイクロプレート 

リーダー 
TECAN 

M200PRO FAL  

HK1K 
 

203-03 高速冷却遠心機 日立工機 Himac CR21N  

203-04 
大型恒温振とう 

培養機 
タイテック BR-300LF  

203-05 遠心分離機 
久保田商事

製 
7780Ⅱ形  

203-06 電子天秤 メトラー AG-285  

203-07 電子天秤 メトラー PB3002-S  

203-08 超低温保存庫 エスペック BFH-112  

203-09 オートクレーブ トミー SX-500  

203-10 
恒温恒湿インキュベー

タ 
エスペック LHL-113  

203-11 卓上多本架遠心機 久保田 5910システム  

203-12 ドラフトチャンバー 
オリエンタ

ル技研 
  

203-13 
フーリエ変換赤外分光

光度計 
日本分光 FT/IR-4600AC  



別紙様式１ 

オープンファシリティ使用申請書 

  年  月  日 

管理責任者 

函館工業高等専門学校長 殿 

 

オープンファシリティを下記のとおり使用したいので申請します。 

なお，使用にあたっては，オープンファシリティ使用規程及び「使用上の留意事項」を遵守しま

す。 

所属機関名称  

使用責任者名  所属・職名  

e-mail  

緊急連絡先 （勤務先 Tel.）         （日中の連絡先 Tel.） 

使用設備 
（設備番号）          （設備名称） 

（設備番号）          （設備名称） 

技術指導希望  有（    時間）  ・  無 

使用期間    年   月   日（  ） ～      年   月   日（  ） 

使用時間   ：   ～   ：    （使用時間の合計    時間） 

使用目的 

（研究題目等） 

 

 

研究の概要（※本校に所属していない者で，共同研究等の関係者が本校にいる場合は，その教職員の所属と氏名も記載すること） 

 

 

使用者名 

（行が不足する場合

は，別紙を添付する

こと。） 

所属機関名 所属・職名 氏名 

   

   

   

   

使用料及び技術

指導料の請求先 

住所 
〒   －   

 

Tel.  

e-mail  

宛名 

 

 

 

備考 

（※後納の希望，理由など） 

 

 

予算区分 

（申請者が本校関係

者の場合のみ記載） 

（※該当予算をチェックする） 

□教育研究実施研究費 □寄附金（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ名：           ） 

□科学研究費（課題番号：       ） □間接経費（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ名:        ） 

□その他（                 ） 

※ 次に裏面の事項について，ご確認の上同意いただける場合は□にチェックをご記入願います。 

 

上記の申請内容にて，オープンファシリティの使用を承認します。 

 

  年  月  日              

管理責任者 

函館工業高等専門学校長         印 

 



（申請書裏面） 

 

オープンファシリティ使用上の留意事項 

 

以下の留意事項について，確認の上同意する場合は□にチェックを記入願います。 

同意しない場合，オープンファシリティの使用を許可しないことがあります。 

 

□ 1 この申請書は，使用希望日の原則 3 週間前までに，函館工業高等専門学校総務課研究推進

係（kenkyu@hakodate-ct.ac.jp）へ提出すること。 

 

□ 2 使用料及び技術指導料の納付は，原則前納とする。本校が指定する銀行口座へ本校が指定

する日までに振り込むこと。 

ただし，官公署，特殊法人，公益法人，独立行政法人及び国立大学法人等に該当する場合

は，後納を認めることがあるため，申請時に申し出ること。 

 なお，既納の使用料及び技術指導料は，本校の責に帰すべき事由がある場合を除き，還付

しない。 

 

□ 3 使用者は，使用日時の変更又は取消しをする場合は，使用開始日の前日（土日祝日及び本

校の休業日を除く）までに申し出て，許可を得ること。 

 

□ 4 使用者は，善良な管理者の注意をもって設備を使用すること。また，火器取締り及び保安

管理に留意すること。 

 

□ 5 使用者は，承認の取消し若しくは変更が行われた場合又は使用期間が満了した場合におい

て，設備に投じた必要経費及びその他の費用は請求できない。 

 

□ 6 使用者は，設備を転貸し，又は担保に供しないこと。 

 

□ 7 使用者は，設備を使用目的以外に使用しないこと。 

 

□ 8 使用者は，指定場所以外で設備を使用しないこと。 

 

□ 9 オープンファシリティの使用により使用者に生じた損害については，本校は次の限度で責

任を負担する。 

(1) 本校の責めに帰すべき事由により，使用者が損害を被った場合の賠償すべき損害の範

囲は，使用者に生じた通常の損害に限るものとし，逸失利益を含む特別損害については，

その予見可能性の有無を問わず，賠償する責任を負わない。 

(2) 賠償すべき損害の金額は，現実に支払済みの使用料及び技術指導料に相当する額を限

度とする。 

 

□ 10 使用者は，設備及び本校の施設を亡失又は損傷したときは，設備の損害（修理や交換に

要した費用の他，当該設備が使用できない間に支弁した相当の因果関係を有する費用（設備

のレンタル費用等）を含む。）及び施設の損害（修繕に係る費用等）を賠償すること。 

 

□ 11 使用者は，設備及び本校の施設を亡失又は損傷したときは，直ちに詳細な報告書を管理

責任者に提出し，その指示に従うとともに，その原因が天災，火災又は盗難にかかるもので

あるときは，亡失又は損傷の事実又は理由を証する関係官公署の発行する証明書を添付する

こと。 

 

□ 12 管理責任者は，設備について随時に実地調査し，若しくは所要の報告を求め，又は当該

設備の維持，管理等に関して必要な指示をすることができる。 

 

□ 13 使用者は，設備の写真撮影及び複製をしてはならない。ただし，管理責任者が特に認め

た場合はこの限りではない。 

 

□ 14 本校を受取人とする損害保険契約を締結させる等の条件が付された場合は，使用者は，

それに従うこと。 


